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    育児・介護休業規定整備について



１.「育児」に関して規定の改定を要する箇所

（令和７年４月１日施行）

・子の看護等休暇

・所定外労働の制限
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「子の看護等休暇」

●規定の改定

●労使協定の改定
入社６か月未満の従業員を労使協定で対象外としている場合は、労使協定も見直しましょう。

育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］７ページ
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現行（例） 改定案（例）

（子の看護休暇）
第４条
１ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従

業員（日雇従業員を除く）は、負傷し、又は疾病に
かかった当該子の世話をするために、又は当該子に
予防接種や健康診断を受けさせるために、就業規則
第◯条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が
１人の場合は１年間につき５日、2人以上の場合は
１年間につき10日を限度として、子の看護休暇を
取得することができる。この場合の１年間とは、4
月1日から翌年3月31日までの期間とする。

ただし、労使協定により除外された次の従業員か
らの申出は拒むことができる。
一 入社6か月未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

２ 子の看護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又
は終業時刻まで連続して取得することができる。

（子の看護等休暇）
第４条
１ 小学校第３学年生修了までの子を養育する従業員

（日雇従業員を除く）は、次に定める当該子の世話
等のために、就業規則第◯条に規定する年次有給休
暇とは別に、当該子が１人の場合は１年間につき５
日、2人以上の場合は１年間につき10日を限度とし
て、子の看護等休暇を取得することができる。

この場合の1年間とは、４月１日から翌年3月31
日までの期間とする。
一 負傷し、又は疾病にかかった子の世話
二 当該子に予防接種や健康診断を受けさせること
三 感染症に伴う学級閉鎖等になった子の世話
四 当該子の入園（入学）、卒園式への参加

ただし、労使協定により除外された、1週間の所
定労働日数が２日以下の従業員からの申出は拒むこ
とができる。

２ 子の看護等休暇は、時間単位で始業時刻から連続
又は終業時刻まで連続して取得することができる。

（労使協定例＝育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］17ページ）



「育児・介護のための所定外労働の制限」

●規定の改定
育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］７ページ
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現行（例） 改定案（例）

（育児・介護のための所定外労働の制限）
第６条
１ ３歳に満たない子を養育する従業員（日雇従

業員を除く）が当該子を養育するため、又は
要介護状態にある家族を介護する従業員（日
雇従業員を除く）が当該家族を介護するため
に請求した場合には、事業の正常な運営に支
障がある場合を除き、所定労働時間を超えて
労働をさせることはない。

２ １にかかわらず、労使協定によって除外され
た次の従業員からの所定外労働の制限の請求は
拒むことができる。
一 入社１年未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

３ 請求をしようとする者は、１回につき、１
か月以上１年以内の期間について、制限を開
始しようとする日及び制限を終了しようとす
る日を明らかにして、原則として、制限開始
予定日の１か月前までに、育児・介護のため
の所定外労働制限請求書を人事担当者に提
出するものとする。

（育児・介護のための所定外労働の制限）
第６条
１ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育

する従業員（日雇従業員を除く）が当該子を
養育するため、又は要介護状態にある家族を
介護する従業員（日雇従業員を除く）が当該
家族を介護するために請求した場合には、事
業の正常な運営に支障がある場合を除き、所
定労働時間を超えて労働をさせることはない。

２ １にかかわらず、労使協定によって除外され
た次の従業員からの所定外労働の制限の請求は
拒むことができる。
一 入社１年未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

３ 請求をしようとする者は、１回につき、１
か月以上１年以内の期間について、制限を開
始しようとする日及び制限を終了しようとす
る日を明らかにして、原則として、制限開始
予定日の１か月前までに、育児・介護のため
の所定外労働制限請求書を人事担当者に提
出するものとする。

※労使協定を締結しない場合には、第３項を第２項に繰り上げることになります。



２.「育児」に関して規定の改定を要する箇所

（令和７年10月１日施行）

・柔軟な働き方を実現するための措置
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次の制度の中から労働者代表等の意見を聴いて、２つ以上の措置を講ずる義務
①始業時刻等の変更（フレックスタイム制度又は始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ）
②テレワーク等の措置
③短時間勤務制度
➃就業しつつ子を養育することを容易とするための休暇（養育両立支援休暇）の付与
⑤保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

※ このうち、①始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ②テレワーク の２つの措置を講じた例

「柔軟な働き方を実現するための措置」 新 設
（令和７年10月１日施行）

●規定の改定 育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］11ページ
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新設案（例）

（柔軟な働き方を実現するための措置）
第10条
１ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（対象従業員）は、柔軟な働き方を

実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を選択して受けることができる。
一 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
二 テレワーク

＜パターン①：労使協定を締結しない場合＞
２ １にかかわらず、日雇従業員からの申出は拒むことができる。

＜パターン②：法に基づき労使協定の締結により除外可能な者を除外する場合＞
２ １にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの申出は拒むことができる。

一 日雇従業員
二 労使協定によって除外された次の従業員

（ア）入社１年未満の従業員
（イ）１週間の所定労働日数が２日以下の従業員

パターン①
パターン②

どちらか選択



「柔軟な働き方を実現するための措置」

●規定の改定
※①始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ②テレワーク の２つの措置を講じた例

育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］11ページ

新 設
（令和７年10月１日施行）
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新設案（例）

３ １の一に定める始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一 対象従業員は、申し出ることにより、就業規則第◯条の始業及び終業の時刻について、以下の

ように変更することができる。
・通常勤務=午前８時30分始業、午後５時30分終業
・時差出勤A=午前８時始業、午後５時終業
・時差出勤B=午前９時始業、午後６時終業
・時差出勤C=午前10時始業、午後７時終業

二 申出をしようとする者は、１回につき１年以内の期間について、制度の適用を開始しようとする
日及び終了しようとする日並びに時差出勤Aから時差出勤Cのいずれに変更するかを明らかにし
て、原則として適用開始予定日の１か月前までに、育児時差出勤申出書により人事担当者に申
し出なければならない。

４ １の二に定めるテレワークの措置内容及び申出については、次のとおりとする。
一 対象従業員は、本人の希望により、１月につき10日を限度としてテレワークを行うことがで

きる。
二 テレワークは、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して実施することができる

ものとする。
三 テレワークの実施場所は、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所（会社の認めた場所に限

る。）とする。
四 テレワークを行う者は、原則として勤務予定の２営業日前までに、テレワーク申出書により所

属長に申し出なければならない。



「柔軟な働き方を実現するための措置」

●労使協定の締結

新設案（例）

（柔軟な働き方を実現するための措置の利用申出を拒むことができる従業員）
第８条 事業所長は、次の従業員から柔軟な働き方を実現するための措置の利用申出があったときは、

その申出を拒むことができるものとする。
一 入社１年未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

就業規則で、法に基づき労使協定の締結により除外可能な者を除外する場合は、
労使協定の締結も忘れずに行いましょう。

新 設
（令和７年10月１日施行）
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（労使協定例＝育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］17ページ）



３.「介護」に関して規定の改定を要する箇所

（令和７年４月１日施行）

・介護休暇
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「介護休暇」

●規定の改定

●労使協定の改定
入社６か月未満の従業員を労使協定で対象外としている場合は、労使協定も見直しましょう。

育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］７ページ
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現行（例） 改定案（例）

（介護休暇）
第５条
１ 要介護状態にある家族の介護その他の世話をする

従業員（日雇従業員を除く）は、就業規則第◯条に
規定する年次有給休暇とは別に、対象家族が１人の
場合は１年間につき５日、2人以上の場合は１年間
につき10日を限度として、介護休暇を取得するこ
とができる。この場合の１年間とは、４月１日から
翌年３月31日までの期間とする。

ただし、労使協定により除外された次の従業員か
らの申出は拒むことができる。
一 入社６か月未満の従業員
二 １週間の所定労働日数が２日以下の従業員

２ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は
終業時刻まで連続して取得することができる。

（介護休暇）
第５条
１ 要介護状態にある家族の介護その他の世話をす

る従業員（日雇従業員を除く）は、就業規則第◯
条に規定する年次有給休暇とは別に、対象家族が
１人の場合は１年間につき５日、2人以上の場合は
１年間につき10日を限度として、介護休暇を取得
することができる。この場合の１年間とは、4月1
日から翌年３月31日までの期間とする。

ただし、労使協定により除外された１週間の所定
労働日数が２日以下の従業員からの介護休暇の申出
を拒むことができる。

２ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は
終業時刻まで連続して取得することができる。

（労使協定例＝育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］17ページ）



４.法令との関係
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「法令との関係」

●規定の改定
育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］1３ページ
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現行（例） 改定案（例）

（法令との関係）
第13条

育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育
児・介護のための所定外労働の制限、時間外労働
及び深夜業の制限、育児短時間勤務並びに介護短
時間勤務に関して、この規則に定めのないことに
ついては、育児・介護休業法その他の法令の定め
るところによる。

（附則）本規則は、○年○月○日から適用する。

（法令との関係）
第14条

育児・介護休業、子の看護等休暇、介護休暇、
育児・介護のための所定外労働の制限、時間外労
働及び深夜業の制限、育児短時間勤務、柔軟な働
き方を実現するための措置並びに介護短時間勤務
に関して、この規則に定めのないことについては、
育児・介護休業法その他の法令の定めるところに
よる。

（附則）本規則は、○年○月○日から適用する。



令和７年４月１日、令和７年１０月１日施行対応版
育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］、リーフレット

（厚労省HP 規定例掲載場所）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/000103533.html

（厚労省HP リーフレット掲載場所）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/0000130583.html
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ご案内：「ぎふ働き方改革推進支援センター」について

• 法改正に対応した就業規則にしたい。

• 「働き方改革」の進め方を相談したい。

• 労働基準監督署の「是正勧告書」にどう対応した
らいいか知りたい。

• ３６協定の作り方を教えてほしい。

• 助成金制度について詳しく知りたい。

• 人手不足を解消したい。

• 「新はつらつ職場づくり宣言」を検討している。

• 「同一労働 同一賃金」の判断に困っている。

• ハラスメント対策について知りたい。 etc.
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ぎふ働き方改革推進支援センター 検索

電話 0120-226-311
または 058-201-5832

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/gifu/


ご案内：「ぎふ働き方改革推進支援センター」について

• 岐阜労働局の委託事業として、
中小企業の働き方改革を無料で支援しております。

• 電話、来所、訪問などで相談を受けております。
• 広い岐阜県の全域で、幅広い分野の相談を受けて

おります。
• 日時はご相談に応じます。秘密は厳守します。
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ぎふ働き方改革推進支援センター 検索

電話 0120-226-311
または 058-201-5832

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/gifu/
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